
 

新陪審法案(第１次案) 
 
新陪審法案の発表にあたって 
何故、いま陪審か 

１９８９年９月１５日 
社団法人 自由人権協会 

１ 陪審法は、大正１２年に成立し、昭和３年から施行されたが、昭和１８年に停止

されたまま今日に至っている。戦後、国民の間には、陪審制度復活に対する一部の

根強い願望は存在したものの、この問題が社会的・政治的に大きな話題になったこ

とはないように思われる。陪審法制定に向けて、かつては国民世論をけん引した在

野法曹も、戦後は、陪審制度復活に向けて決して積極的であったとはいえない。陪

審制度復活についての日本社会におけるこうした消極的態度は、戦前の陪審制度お

よび運用に対する否定的評価と戦後の刑事裁判制度および運用への肯定的評価の

両者によるものと推測できる。しかし、前者についていえば、否定的評価の主たる

原因と考えられる制度上の欠陥を現行憲法の精神に適合させて是正する検討をま

ず行うべきであり、後者に関していえば、現在は、以下に述べるように、職業裁判

官による刑事裁判に対する深刻な反省が求められている状況である。したがって、

こうした点を双方検討していくと、今や陪審制度の復活への本格的議論をなすべき

時期にきていることが明らかになる。  
 
２ 戦後の刑事裁判は、人権尊重の精神に溢れた新憲法のもとで、英米型の当事者主

義の考え方をとりいれた刑事訴訟法により運用されることとなった。しかし、当初

こそ指導的法曹の努力により、被告人に対する人権擁護への熱意に満ちた裁判運用

が一部なされたものの、現在は、裁判官の官僚化とともに、供述調書の安易な採用、

保釈率の低下などにみられるように、運用の形骸化、裁判官の人権意識の希薄化が

進み、裁判官と国民との法意識の乖離も拡大してきている。さらに深刻な事実は、

免田、財田川、松山、島田再審事件などで明らかになったように、冤罪事件の発生

が職業裁判官の裁判のもとで防ぎえなかったことである。これらの事件は、幸いに

して、最終的には被告人が無実であることが判明しえたが、こうした事件の存在は、

誤判が正されないまま終了している多数の裁判の存在を推認させるものであり、現

行の裁判制度に根本的な反省をせまっていると云わざるをえない。こうした現行裁

判制度および運用に関する批判に対し、刑事訴訟法の原点に立脚した運用をすれば

陪審制度を復活させるまでもなく適正な裁判が期待できる、との有力な考えもある。
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しかし、司法の官僚化が変わることなく深化しているなかで、個々の裁判官の努力

に期待するだけで事足りるとは思えない。また、近時、司法当局が陪審制度の検討

に着手しているのも、現行の裁判制度・運用に対する自省がその背後に存在するか

らではないだろうか。  
 
３ 旧陪審法は、制度として失敗であったとの評価が聞かれる。確かに、事前に立法

推進者が期待していたほどには陪審が実施された裁判は多くなかった。しかし、こ

れは陪審事件の適用範囲が限定されていたこと、被告人本人の費用負担が過大であ

ったこと、陪審答申の拘束力がなかったこと、職業裁判官による裁判と比較して上

訴が限定されていたことなど、制度上の欠陥ともいうべき原因がその主たる理由で

ある。勿論、その他の理由も考えられるが(例えば訴訟主体の一員たる弁護士の業

務の都合など)、それは付随的なものであり、制度自体として国民の理解と共感が

えられれば付随的問題は解決可能である。陪審制度は、財政上の負担が大きいこと、

複雑な事件を審理することが非常に困難であることなどの問題点が存するが、法律

に社会の正義感を注入する機構といわれるように、司法の運営に国民を参加させる

ことによるメリットは、前述した司法の現状に鑑みると、極めて大きいものがある。

陪審制度には少なくとも次の効用がある。  
 
（1）職業裁判官の誤判によって無実者を罰することが回避できる。  

陪審員による誤判が生じない保証はないが、戦前の実績によれば、無実者を罰す

ることは減少するはずである。  
 
（2）捜査のやり方が改まる。  

供述調書に記載されたことよりも、法廷での証言を重視せざるをえなくなる結果、

自白調書の価値が減じる。従って、被疑者の身柄を拘束して肉体的、精神的拷問等

を加えて自白を採ろうとする捜査が改まる。冤罪事件の多くが、捜査段階の自白に

裁判官が信用を置きすぎた結果により発生したことを考えると、この点からも無実

者を罰する可能性は減じるといえよう。また、被疑者を身柄拘束したときでも、被

疑者と弁護人の接見交通権が尊重されよう。このように、陪審制度は、捜査の在り

方に様々な点でよい影響を与えることが期待できる。  
 
（3）裁判のやり方が丁寧になる。  

陪審員を説得するためには、裁判官、検察官、弁護人とも態度・物腰・言葉遣い
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全てに亘って紳士的かつ常識的に対処しなければならず、一部裁判官の強権的な訴

訟指揮も減少すると考えられる。  
 
（4）国民の健全な法意識が裁判に反映される。  

日常の社会生活上の出来事を規制する基準の適用を国民自身がなすことのでき

るメリットは大きい。立法府が悪法を制定したり、検察官が窓意的な法運用をなし

たときは、陪審員をとおして公権力の濫用を抑制できる。裁判官も、憲法で身分が

保障されており、権力の圧力に屈せずに独立した判断がなせる地位にはあるものの、

陪審員とはやはり立場が異なる。要するに、陪審員のこの側面の機能は、立法府に

よる悪法制定ならびに法の悪運用に対する国民の実質的抵抗を司法の場で確保す

る意義を有する。  
（5）国民が刑事裁判に強い関心を抱くことになり、国民自身の自覚が向上し裁判所

に対する親近感が増す。  
刑事裁判そのものが国民から注目され、裁判官・検察官・弁護人も国民の存在を

強く意識せざるをえず、志気も一段と向上する。  
 
４ 当協会は、以上のような問題意識から、現在停止中の陪審法(便宜上、以下旧陪

審法という)の見直し作業を行った。旧陪審法の規定について、憲法秩序に違反す

る部分を改廃し、刑事訴訟法その他の戦後の立法に合致するよう内容及び文言を手

直しし、日本語の表現を一部改め、それとともに、旧陪審法の制度的欠陥部分を最

小限改正した。この結果、旧陪審法と異なった主たる内容は次のとおりである。 
  

１ 法定陪審事件、請求陪審事件の範囲を拡大した（第２条、第３条)。  
２ 陪審不適事件を廃止した（第２条解説参照)。  
３ 陪審員の資格要件を改正した（第１１条以下）。  
４ 伝聞証拠禁止の範囲を拡大した（第６１条)。  

 刑事訴訟法第３２１条１項２号本文後段及び同第３２２条１項の適用排除 
５ 裁判長の説示に対して異議の申立てを認めた（第６４条)。  
６ 陪審の更新制度を廃止した（策８２条解説参照)。  
７ 無罪判決に対する控訴を禁止した（策８７条)。  
８ 有罪判決に対する控訴を認めた（策８７条)。  
９ 陪審費用を被告人に負担させないこととした（策８９条)。  
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以上の見直しのほかに、よりよき陪審制度を求めるためには、多くの点でさらに検

討が必要とされる。そのうちの一部については、後述のとおりである。これらの論点

については、当協会として現在検討中であり、その結果は改めて発表する所存である。 
 

新陪審法案(第１次案) 
 

1989 年 9 月 15 日 
 
第１章 総則 
(趣旨) 
第１条 裁判所は、刑事事件について、陪審の評議に付して事実の認定を行う場合に

は、この法律による。 
 
2 この法律に定めていない事項については、刑事訴訟法による。 
 
(法定陪審事件) 
第２条 死刑又は無期若しくは短期１年以上の有期懲役若しくは禁錮にあたる事件

については、陪審の評議に付する。 
 

<解説> 
 陪審による裁判をどの範囲の事件に認めるかについては、さまざまな考

え方があり、大いに議論の分かれるところであるが、新法を作成するにあ

たっては、次のような見地からこの問題を検討した。 
 すなわち、第１に、陪審裁判を復活させる最大の目的の一つは、国民に

よる司法の民主的コントロールを徹底させる、ということである。そして、

この目的に最も相応しく、かつ必要なものとして、対権力犯罪に対する国

民のチェック機能を果たさせたい、ということである。第２に、民主的な

国家においては、国家法益と関連する犯罪であればあるほど、右と同様の

趣旨から、陪審による事実認定がなされるべきである。また、第３には、

陪審による事実認定という方法自体が職業裁判官によるそれよりも、いく

つかの点で、冤罪を防止することにおいて優れているという指摘がある以

上、きわめて軽微な法定刑の事件は別として、陪審による事実認定を求め

る機会を被告人に広範に保証することが望ましいと考えられる点である。 
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 このような観点からは、第１に法定陪審事件につき、「短期１年以上の有

期懲役若しくは禁錮の刑にあたる事件」にまでその枠を広げた。第２に、

旧法において定められていた陪審不適事件の規定を全面的に削除した。こ

れは、国家秩序に触れるもの、すなわち、当時規定されていた皇室に対す

る罪、内乱・外患罪、国交に対する罪、騒擾罪、軍機保護法、陵・海軍刑

法に規定する罪、そして選挙犯罪などを陪審の対象事件から除外していた

ものである。現在では廃止された犯罪も多いが、存続しているものについ

ても、すでに述べた観点からはむしろ陪審の対象婁件にする必要性の最も

強いものだからである。 
 
 (請求陪審事件) 
第３条 前条に規定する事件以外の事件について、被告人が請求したときは、これを

陪審の評議に付する。ただし、罰金以下にあたる事件については、この限りではない。 
 

<解説> 
 第２条は法定陪審事件の要件を定めたが、この要件を満たさない事件で

も、被告人が請求した場合には、原則として陪審審理を認めることとした。

例外として、法定刑が罰金のみである場合には、請求陪審の対象からはず

した。懲役・禁錮と併せて選択刑として罰金が定められている罪は、請求

陪審の対象に含まれる。従って、これらの罪が簡易裁判所に公訴提起され

たときでも、陪審請求があったときは、陪審に付議される。この場合、事

件を地方裁判所へ移送する制度にしたほうがよいであろう。この観点から、

裁判所法第３３条第３項の改正を要する。なお、高等裁判所.の専属管轄に

属する事件(例えば、内乱罪や独占禁止法第８５条第３号の事件)は高等裁判

所で陪審により審理される。 
 
 (請求期間) 
第４条 前条の請求は、第１回公判前にこれをしなければならない。ただし、この期

日前でも最初に定めた公判期日の召喚を受けた日より、１０日を経過したときは、こ

れをなすことはできない。 
 
(陪審の辞退・請求の取下) 
第５条 被告人は、公判期日において事件について陳述する前は、いつでも陪審を辞
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退し、又はその請求を取下げることができる。 
 
2 前項の場合においては、事件を陪審の評議に付することはできない。 

 
<解説> 
 陪審裁判は、さまざまなメリットがあるとしても、強制されることは現在

の国民感情には合致しないと思われる。旧法下においては、陪審の辞退や請

求の取下げの制度の存在が、陪審裁判で有罪となった被皆人に陪審員に関連

する費用負担を義務付けていた(旧法第１０７条参照)こと及び上訴が制限さ

れていたことと相候って、陪審裁判がさほど行われない原因になった、とい

われる。しかし、これらについては、上訴を可能にし、また費用面での別の

制度的手当をすれば、旧法下のような状況は避けられるのではないか。そこ

で、辞退、請求の取下げの制度はこれを存続させることにした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(請求の制限) 
第６条 被告人が、公判又は公判準備における手続に際し、起訴状に記載された訴因

のすべてについて有罪である旨を陳述したときは、事件を陪審の評議に付することが

できない。ただし、共同被告人中において、訴因について有罪である旨を陳述しない

者のあるときは、この限りではない。 
 

<解説> 
刑事訴訟法第２９１条の２を参考にした。 

 
 (管轄移転の請求) 
第７条 犯罪の性質、地方の民心その他の事情により陪審の評議が公平を失するおそ

れがあるときは、被告人は、直近上級の裁判所に管轄移転の請求をすることができる。 
 
2 公判に係属する事件について前項の請求がされたときには、訴訟手続を停止しな

ければならない。 
 

<解説> 
刑事訴訟法第１７条、第１８条を参考にした。旧法では、検察官のみに管

轄移転の請求権を付与したが、被告人の公平な裁判を受ける権利を尊重す
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る立場からは、逆に、被告人に管轄移転の請求権を認めるべきである。高

等裁判所管轄の事件については、最高裁判所に管轄移転の請求をすること

になる。 
 
 (管轄移転請求の手続) 
第８条 前条第１項の請求をするには、理由を付けた請求書を管轄裁判所に提出しな

ければならない。 
 
2 裁判所は、移転の決定又は移転の請求を却下する決定をするには、検察官の意見

を聴かなければならない。 
 
(管轄移転請求と陪審放棄) 
第９条 被告人が陪審を辞退し又はその請求を取下げたときは、管轄移転の請求はそ

の効力を失う。 
 
2 共同被告人中において陪審の辞退をした者があるときは、その被告人に関する管

轄移転の請求について前項と同様とする。 
 
(上訴審と陪審) 
第１０条 上訴裁判所においては、事件を陪審の評議に付することはできない。 
 
第２章 陪審員及び陪審の構成 

<解説> 
 旧法は、陪審員の資格について国籍、性別、年齢、住居関係、納税の多寡、

読み書き能力により、制限を設けていた。しかしながら、これらのうち、合

理性を有するのは年齢(子供にはその職責を果たせまい)、読み書き能力であ

り、見解の分かれるところが「近隣の同胞による裁判」という意味での住居

制限及び国籍であろう。その他の制限はおよそ根拠がないというべきである。

 そこで、新法では、特に積極的な資格規定を設けず、原則的には検察審査

会法の規定を類推して、欠格事由などを設けることに止めた。そして、陪審

員候補者の選定方法も、同法を類推することにした。この方法によれば、国

籍については格別として、その他の年齢、住居、読み書き能力について、妥

当な緒論が得られることになると思われる。国籍による制限については、な
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お、検討を要しよう( 第１８条の解説を参照)。 

  
(欠格事由) 
第１１条 次に掲げる者は、陪審員となることができない。  
１ 日本語の読み書きができない者  
２ 破産者で復権を得ていない者  
３ 精神的疾患又は肉体的不自由のために陪審員としての職務に耐えがたい者  
４ １年の懲役又は禁固以上の刑に処せられた者  
 

<解説> 
 検察審査会法第５条を一部参考にした。第３号は全部削除して、忌避制度

にゆだねる考え方も充分ありえよう。 
  
(同前) 
第１２条 次に掲げる者は、陪審員の職務につくことができない。  
 1 天皇、皇后、太皇太后、皇太后及び皇嗣  
 2 国務大臣  
 3 裁判官  
 4 検察官  
 5 会計検査院検査官  
 6 最高裁判所事務総長、最高裁判所長官秘書官、最高裁判所判事秘書官、司法研修

所教官、裁判所書記官研修所教官、家庭裁判所調査官研修所教官、高等裁判所長官秘

書、裁判所調査官、裁判所事務官、裁判所書記官、裁判所速記官、裁判所速記官補、

家庭裁判所調査官、家庭裁判所調査官補、裁判所技官、執行官及び廷吏  
 7 中央更生保護審査会、地方更生保護委員会及び保護観察所の職員  
 8 法務省の官吏  
 9 検事総長秘書官、検察事務官、検察技官その他の検察庁の職員  
10 検察審査会事務官  
11 国家公安委員会委員、都道府県公安委員会委員及び警察職員  
12 司法警察職員としての職務を行う者  
13 自衛官  
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14 監獄官吏  

 



 

15 経済調査官吏  
16 収税官吏、税関官吏及び専売官吏  
17 郵便電信電話鉄道及び軌道の現業に従事する者ならびに船員  
18 都道府県知事及び市町村長  
19 弁護士及び弁理士 
 
20 公証人及び司法書士 
21 検察審査員  
 

<解説> 
検察審査会法第６条を参考にし、検察審査員を加えた。ただし、不適格者範

囲について、全般を見直すべきである。 
 
(除斥) 
第１３条 陪審員は、次の場合には、職務の執行から除斥される。  
１ 陪審員が被害者であるとき。  
２ 陪審員が関連訴訟事件の当事者であるとき。  
３ 陪審員が被告人、被害者又は関連訴訟事件の当事者の親族であるとき、又はあっ

たとき。  
４ 陪審員が被告人、被害者又は関連訴訟事件の当事者の同居人又は雇人であるとき。  
５ 陪審員が被告人又は被害者の法定代理人、後見監督人又は保佐人であるとき。  
６ 陪審員が事件について告発又は請求をしたとき。  
７ 陪審員が事件について証人又は鑑定人となったとき。  
８ 陪審員が関連訴訟事件について被告人の代理人となったとき。  
９ 陪審員が事件について裁判官、検察官、検察審査員、司法警察職員又は陪審員と

して職務を行なったとき。  
<解説> 
旧法の規定に検察審査員を追加した。  

 
 (職務の辞退) 
第１４条 次に掲げる者は、陪審員の職務を辞することができる。  
１ 年齢６０年以上の者  
２ 国会又は地方公共団体の議員。ただし、会期中のときに限る。  
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３ 国会職員、官吏、公吏及び教員  
４ 学生及び生徒  
５ 重い疾病その他やむを得ない事由があって当該管轄裁判所の長の承認を受けた者  

 
<解説> 
検察審査会法第８条を参考にした。ただし、第１号の年齢が、６０才が妥当

であるか、あるいは第３号に医師など医療関係者を追加すべきか、その他な

お検討の要がある。 

 
 
 
 

 
(予定数の割当て) 
第１５条 地方裁判所長は、陪審員候補者名簿を調製する年の９月１日までにその翌

年から４年間必要とされる陪審員の員数を定め、当該裁判所管轄区域内の市町村に割

り当て、これを市町村の選挙管理委員会に通知しなければならない。 
 
(候補者名簿の調製) 
第１６条 市町村の選挙管理委員会は、前条の通知を受けたときは、衆議院議員の選

挙に用いられる当該市町村の選挙人名簿に登録された者の中から、同条の規定により

割り当てられた員数の２倍の員数の陪審員予定者をくじで選定し、各予定者について

陪審員としての資格を調査した後、その資格を有する候補者の中から同条の規定によ

り割り当てられた員数の候補者をくじで選定しなければならない。 
 
2 前項の調査の結果、その資格を有する予定者が割り当てられた陪審員候補者の員

数に足りないときは、その足りない員数についてこれを充足させるまで前項の規定を

準用する。 
 
3 市町村の選挙管理委員会は、第１項の規定によりくじを行う日から少なくとも３

日前までに、くじを行うべき場所及び日時を公示しなければならない。 
 
4 第１項の規定によりくじを行うときは、衆議院議員の選挙権を有する者３人以上

が立ち会わなければならない。 
 
5 市町村の選挙管理委員会は、第１項又は第２項の規定により選定された陪審員候

補者について、その氏名、住所及び生年月日を記載した陪審員候補者名簿を調製しな
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ければならない。 
 
(名簿の送付・通知・告示) 
第１７条 市町村の選挙管理委員会は、第１５条の通知を受けた年の１１月３０日ま

でに陪審員候補者名簿を管轄地方裁判所長に送付しなければならない。 
 
2 市町村の選挙管理委員会は、陪審員候補者名簿に登載された者にその旨を通知し、

かつ、その氏名を告示しなければならない。 
 
(候補者の欠落) 
第１８条 市町村の選挙管理委員会は、前条の規定により陪審員候補者名簿を送付し

た後、その候補者中死亡した者あるとき又は第１３条若しくは第１４条の各号の１に

該当するに至った者のあるときは、遅滞なくこれを管轄地方裁判所長に通知しなけれ

ばならない。 
 

<解説> 
旧法では、陪審員の要件として日本国籍を要求していたが、新法ではこれを

はずした。従って、本条も「国籍を喪失した者」の記載を抹消した。ただし、

主として技術的要請から、陪審員候補者名簿の作成資料として衆議院議員選

挙人名簿を利用することとした結果、国籍の要件は事実上生きている。この

点は、検討の必要がある。  
 
 (高等裁判所の名簿利用) 
第１９条 高等裁判所長官は、陪審員の評議に付する事件があるときは、予め定めた

方法により管轄内の地方裁判所長が保管する陪審員候補者名簿を利用することがで

きる。  
<解説> 
高等裁判所を第一審とする陪審事件のため、規定を新設した。 

 
(陪審員候補者の選定) 
第２０条 陪審員の評議に付する事件について公判期日が定まったときは、管轄裁判

所の長は予め定めた順序により各陪審員候補者名簿から１人又は数人の陪審員候補

者を抽選し、陪審員候補者３６人を選定しなければならない。 
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2 前項の抽選は、裁判所書記官の立合いのもとに行う。 

 
<解説> 
旧法では、名簿から抽選で選定された３６人を「陪審員」と呼称していたが、

陪審を構成する最終者を「陪審員」と呼び、未だ構成手続きを経ておらず、

弁護人等の承認を受けていない者は「陪審員候補者」と呼称する。  

 
 
 
 

 
 (再選の制限) 
第２１条 陪審員候補者として呼出に応じた者は、その市長村における陪審員候補者

名簿に登載された者が４分の３以上呼出に応じた後でなければ、その陪審員候補者名

簿調製の年の翌年から４年間は再び陪審員候補者に選定されない。 
 
(陪審の構成) 
第２２条 陪審は、１２人の陪審員をもってこれを構成する。 
 
(陪審構成の不変更) 
第２３条 陪審は、検察官が起訴状朗読を行うときから裁判所書記官が陪審の答申を

朗読するまで、同一の陪審員をもって構成しなければならない。 
 

<解説> 
陪審の権威を高めるため、裁判長が陪審の答申を朗読する、等の考え方もあ

る。検討を要しよう。 

  
(補充陪審員) 
第２４条 裁判長は、事件の開廷が２日以上にわたることが見込まれるときは、１２

人の陪審員のほかに１人又は数人の補充陪審員を公判に立ち会わせることができる。 
 
2 補充陪審員は、陪審を構成すべき陪審員が病気その他の事由により職務を行うこと

ができないときは、これに代わって審理及び評議に加わる。 
 
3 補充陪審員が数人いる場合においては、前項の職務を行うのは第５５条の規定によ

る抽選の順序とする。 
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(数個の事件) 
第２５条 同日に数個の事件の公判を開くときには、数個の事件について同一の陪審

員をもって陪審を構成することができる。この場合においては、最初の事件の証拠調

手続の前にその手続をしなければならない。 
 
(他の事件) 
第２６条 検察官及び被告人に異議がないときには、１つの事件のため構成された陪

審をして同日に審理する他の事件のためにその職務を行わせることができる。 
 
(旅費などの支給) 
第２７条 陪審員及び陪審員候補者には、最高裁判所規則に定めるところにより旅費、

日当及び宿泊料を支払う。 
 
第３章 陪審手続 
第１節 公判準備 
(準備期日の指定) 
第２８条 陪審の評議に付すべき事件については、裁判長は、公判準備期日を定めな

ければならない。 
 
(弁護人) 
第２９条 被告人が公判準備期日前に弁護人を選任しないときは、裁判長は、被告人

のため弁護人を選任しなければならない。 
 
(召喚・通知) 
第３０条 公判準備期日には、被告人を召喚しなければならない。  
2 公判準備期日は、これを検察官、弁護人及び補佐人に通知しなければならない。 
 
(猶予期間) 
第３１条 召喚状の送達の日と公判準備期日との間には、少なくとも７日の猶予期間

を置かなければならない。 
 
(公判期日と公判準備期日) 
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第３２条 法定陪審事件以外の事件について公判期日を定めた後に、被告人の請求に

より事件を陪審の評議に付することとなったときには、その公判期日を公判準備期日

とする。 
 
(関係者の出席) 
第３３条 公判準備期日における手続は、検察官、被告人及び弁護人を出席させて行

わなければならない。 
 
(辞退可能の告知) 
第３４条 事件を陪審の評議に付するときは、裁判長は、被告人に対し、陪審の辞退

をできることを告げなければならない。 
<解説> 
 旧法では、陪審の審理によると被皆人が負担する不利益(例えば、審級の利

益がないなど)が存在したため必要な規定であったが、同時に、陪審の辞退を

被皆人に事実上勧奨するおそれもあった。従って、新法では、この条文を削

除してもよいが、被告人の翻意による陪審手続きの無駄を避けるため、裁判

長が被告人の意見を念のため確認する意味はあるので、一応存続させた。た

だし、なお、検討を要する。 
 
 (冒頭手続) 
第３５条 公判準備期日における冒頭の手続は、刑事訴訟法第２９１条を準用する。 

<解説> 
 公判準備期日が陪審手続の上で重要な位置を占めていることに鑑み、規定

した。公判期日における刑事訴訟法第２９１条の適用を排除するものではな

い。 
 
(証拠の準備) 
第３６条 裁判所は、前条の手続の後、検察官、被告人及び弁護人の意見竜聴き、証

拠調の範囲、順序及び方法を決定する。 
  
2 刑事訴訟法第２９８条の規定は、前項の規定に際し、これを準用する。 
 
3 第１項の規定は、公判期日における刑事訴訟法第２９７条及び第２９８条に基づく
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手続を妨げるものではない。 
 

<解説> 
 旧法では、一件記録を裁判所、弁護人等が全部閲覧・検討できたため、証

拠調の見通しが立て易く、効率的な訴訟運営が可能であった。現在は、起訴

状一本主義のため、裁判所が捜査記録を閲覧できず、効率的な訴訟運営をす

るためには、検察官・弁護人双方の裁判に対する協力が必要である。ところ

が、検察官が手持捜査記録の全面開示をする義務がなく、また未開示の証拠

中には、応々にして被告人に有利なものが包含されている可能性があるため、

証拠調べの進行に関して検察官・弁護人の間の対立が生じて、訴訟運営の効

率を阻害している。陪審員の負担を考慮すると、現行の訴訟運営以上にその

効率化が図られねばならないが、被告人の防御権を全うしつつ訴訟運営の効

率化を図るには、証拠の全面開示制度を実現することが必要である。証拠の

全面開示制度をどのように条文化するか、検討を要する。 
 
 (準備調書の作成) 
第３７条 裁判所書記官は、公判準備期日の手続及びその内容を記載した調書を作成

しなければならない。 
 
(調書の整理・押印) 
第３８条 公判準備調書は３日以内にこれを調整し、裁判所書記官が署名押印し、裁

判長が認印しなければならない。 
  
2 裁判長は、認印前に公判準備調書を閲読し、意見があるときはその旨を記載しなけ

ればならない。 
 

<解説> 
 刑事訴訟規則第１９４条の５を参考にした。 

 
 (期日前の証拠請求) 
第３９条 検察官、被告人及び弁護人は、公判準備期日の前に証拠調を請求すること

ができる。 
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<解説> 
 現在の証拠開示制度を前提にすると、証拠調べの請求時期に制限を設ける

ことは賢明ではない。 
 
 (期日外の証拠決定の通知) 
第４０条 裁判所が公判準備期日外において証拠決定をしたときは、これを検察官、

被告人及び弁護人に通知しなければならない。 
 
(通常手続による審判) 
第４１条 公判準備中に陪審の評議に付すべきでない事由が生じたときは、通常の手

続にしたがって手続を行う。  
 
2 公判準備期日において前項の事由が生じたときは、その期日を公判期日とする。た

だし、訴訟関係人中に出頭しない者があるときにはこの限りではない。 
 
(管轄違の申立) 
第４２条 被告人は、公判準備期日に管轄違の申立をすることができる。 
 
(公訴棄却・管轄違) 
第４３条 裁判所が公判準備期日に公訴棄却又は管轄違の事由があることを認めた

ときは、決定をしなければならない。 
 
(免訴) 
第４４条 裁判所が公判準備期日に免訴の事由があることを認めたときは、決定をし

なければならない。 
 
(決定の手続、抗告) 
第４５条 前２条の決定を行うには、訴訟関係人の意見を聴かなければならない。  
2 前２条の決定に対しては、即時抗告をすることができる。 

<解説> 
 高等裁判所の決定に対しては、刑事訴訟法第４２８条により、その高等裁

判所に異議の申立をすることになる。 
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(手続の効力維持) 
第４６条 第４１条又は第４３条の場合において、公判準備中に行った手続はその効

力を失わない。 
 
(陪審員の呼出し) 
第４７条 公判期日には、第２０条の規定により選定した陪審員候補者を呼び出さな

ければならない。  
 
2 第３１条の規定は、前項の場合にこれを準用する。 
 
(呼出状) 
第４８条 陪審員候補者に対する呼出状には、出頭すべき日時、場所及び呼出しに応

じないときは過料に処することがあることを記載しなければならない。 
 
(辞職) 
第４９条 陪審員候補者が病気その他やむを得ない事由により呼出しに応じられな

いときには、書面をもってその事由を疎明しなければならない。 
 
第２節 公判手続及び公判の裁判 
(陪審構成手続) 
第５０条 陪審員構成手続は、裁判官、検察官、裁判所書記官、被告人、弁護人及び

陪審員候補者が出席し、公判廷においてこれを行う。 
 
(出席定足数) 
第５１条 前条の手続は、陪審員候補者が２４人以上出席しないときは、これを行う

ことができない。  
 
2 出席した陪審員候補者が２４人に達しないときは、裁判長はこれを補充するために、

その付近の市町村の陪審員候補者名簿からくじで必要な員数の陪審員候補者を選定

して、適宜の方法によってこれを呼び出さなければならない。 
 
3 前項のくじは、裁判所書記官の立ち会いのもとに行う。 
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(除斥) 
第５２条 陪審員候補者が２４人以上出席したときは、裁判長はその氏名、職業及び

住居地を記載した書面を示して、検察官及び被告人に対し、陪審員候補者の中に除斥

すべき者がいるかどうかにつき意見を聴かなければならない。 
  
2 裁判長は、陪審員候補者に対し、被告人の氏名、職業及び住所を告げ、除斥の理由

があるかないかを問わなければならない。 
3 検察官、被告人及び陪審員候補者は、除斥の理由があるときには、その旨を申し出

なければならない。 
 
4 除斥の理由があるときには、裁判所は除斥の決定をしなければならない。 
 
(欠格) 
第５３条 出席した陪審員候補者中に第１１条及び第１２条の規定によって陪審の

資格を有しない者があるときには、裁判所は決定しなければならない。 
 
(専断的忌避) 
第５４条 検察官及び被告人は、陪審を構成すべき陪審員及び補充陪審員の員数を超

過する員数について、それぞれの半数を忌避することができる。忌避することができ

る員数が奇数であるときは、被告人はなお一人を忌避することができる。 
  
2 被告人数人あるときは、忌避は共同してこれを行う。共同の方法について協議が整

わない場合は、忌避を行う方法は裁判長がこれを定める。 
<解説> 
被告人数人の時には、被告人側で忌避できる人数を増やすことも考えられる。

 
(忌避手続) 
第５５条 裁判長は、陪審員候補者の氏名票を抽選箱に入れた後、検察官及び被告人

が忌避することのできる員数を告げなければならない。 
 
2 裁判官は、氏名票を１票宛抽選箱から抽選し、これを読み上げなければならない。 
 
3 裁判官が氏名を読み上げたときは、検察官及び被告人は、承認するか又は忌避する
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かを陳述しなければならない。その順序は、検察官を先にして被告人を役とする。 
 
4 忌避の理由は陳述してはならない。 
 
5 次の氏名票を抽選箱より抽出するまでに陳述をしないときは、承認を陳述したもの

とみなす。裁判長が抽選を終了した旨を宣言するまでに陳述をしないときも同様とす

る。 
 
6 陳述は、次の氏名票を抽出した後は、取り消すことができない。裁判長が抽選が

終了した旨を宣言したときも同様とする。  
 

<解説> 
検察官及び弁護人が、忌避の申し立てをする前に陪審員候補者に、適宜、質

問ができるようにすべきか、第３項の承認順序を旧法のままでよいか、など

検討を要する。 
 
(抽選の終了) 
第５６条 前条の手続により陪審を構成する陪審員及び補充陪審員の数を満たした

ときは、裁判長は、抽選の終了した旨を宣言する。 
 
(陪審員と補充陪審員) 
第５７条 陪審を構成すべき陪審員は、はじめに承認した１２人をこれにあて、補充

陪審員はその他の承認者をあてる。 
 
(着席順序) 
第５８条 陪審員は、第５５条の規定により行った抽選の順序に従い着席する。 
 
(宣誓) 
第５９条 裁判長は、検察官の起訴状朗読前に、陪審員に対し、陪審員の心得を告げ、

宣誓させなければならない。  
 
2 宣誓は、宣誓書によってこれを行う。 
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3 宣誓書には、良心に従って、公平誠実にその職務を行うことを誓う旨を記載しなけ

ればならない。 
 
4 陪審員は、起立して宣誓書を朗読したうえ、これに署名押印をしなければならない。 
  
(陪審員の審理) 
第６０条 陪審員は、裁判長の許可を受けて、証人、鑑定人、通訳及び翻訳人を尋問

することができる。 
 
(伝聞証拠禁止の原則) 
第６１条 刑事訴訟法第３２１条ないし第３２８条(ただし、第３２１条第１項第２

号本文後段及び第３２２条第１項を除く)に規定する場合を除いては、公判期日にお

ける供述に代えて書面を証拠とし、又は公判期日外における他の者の供述を内容とす

る供述を証拠とすることはできない。 
 

<解説> 
 陪審審理において証拠となしうるものをどのように定めるかは重要な問題

である。旧法では、第７１条で「直接審理主義」を規定しながら、第７２条

ないし第７５条で広範な例外を認めていた。この例外規定をそのまま残置し

たのでは、直接主義・口頭主義の形骸化、捜査段階の調書の偏重(調書裁判)
という、現在の刑事裁判に対する批判がそのままあてはまることにもなりか

ねない。さらに、現行刑事訴訟法における伝聞法則の例外が、仮に職業裁判

官の審理については相当性が認められるとしても、このことは素人である陪

審の事実審理においてはあてはまらず、むしろ事実の正確な探求に対する弊

害となることが予想される。現在の裁判の弊害の多くは、供述調書、自白調

書偏重を原因としており、この点からも、検察官面前調書(相反供述)及び被告

人の不利益承認調書の証拠能力は認めるべきではない。 
 
 (説示前の弁論) 
第６２条 証拠調の終了した後、検察官、被告人及び弁護人は、犯罪の成立に関する

事実上及び法律上の問題のみについて意見を陳述しなければならない。 
  
2 被告人又は弁護人には、最終に陳述する機会を与えなければならない。 
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(説示) 
第６３条 前条の弁論終結後、裁判長は、陪審に対し、犯罪の成立に関して法律上の

論点及び問題となるべき事実並びに証拠の要領を説示し、犯罪の成否の有無を問い、

評議の結果を答申することを命じなければならない。ただし、証拠の信用性の有無及

び罪責の有無に関し意見を表示してはならない。 
 
(説示に対する異議) 
第６４条 検察官、被告人及び弁護人は、裁判長の説示に対して異義を串し立てるこ

とができる。  
2 裁判所は、前項の申立について決定をしなければならない。 
 
3 前項の決定に対しては、抗告をすることができない。 
 
(問) 
第６５条 裁判長の問は、主問と補問とに区別し、陪審が単純な肯定否定の形式で答

えることができる文言をもってこれを行わなければならない。 
  
2 主問は、犯罪の成立の有無を評議させるためこれを行わなければならない。 
 
3 犯罪の成立を阻却する事由となるべき事実の有無を評議させる必要があるときは、

その問を他の問と区別してこれを行わなければならない。 
 
(問の変更の申立) 
第６６条 陪審員、検察官、被告人及び弁護人は、問の変更を申し立てることができ

る。 
 
2 裁判所は、前項の申立について決定をしなければならない。 
 
3 前項の決定に対しては、抗告をすることができない。 
 
(問書) 
第６７条 裁判長は、問書に署名押印してこれを陪審に交付する。  
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2 陪審員は、問書の謄本の交付を請求することができる。 
 
(評議) 
第６８条 裁判長は、評議をさせるため、陪審員を評議室に退室させなければならな

い。 
2 裁判長は、公判廷において取調をした証拠を陪審に交付することができる。 
 
(評議室の交通遮断) 
第６９条 陪審員は、裁判長の許可を受けなければ、評議を終わる前、評議室を出た

り、他人と交通してはならない。  
2 陪審員でない者は、裁判長の許可を受けなければ評議室に入ることはできない。 
 
(退出指示の遵守事項) 
第７０条 陪審の答申前に陪審員を裁判所から退出させるときは、裁判長は、陪審員

に対し、滞留の場所及び他人との交通などに関し遵守すべき事項を指示しなければな

らない。 
 
(違反者の職務執行禁止) 
第７１条 陪審員が第６９条第１項の規定に違反したとき、又は前条の規定により指

示された事項を遵守しないときは、裁判所は、その陪審員に対し、職務の執行を禁止

することができる。 
 
(陪審長) 
第７２条 陪審員は、陪審長を互選する。 
  
2 陪審長は、議事を整理する。 
 
(再説示の請求) 
第７３条 陪審員は、評議を終える前、さらに説示を請求できる。この場合には、公

判廷においてその申立をしなければならない。 
 
(答申) 
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第７４条 答申は、問に対し肯定又は否定の形式をもって行う。ただし、問に掲げる

事実の一部を肯定又は否定するときは、これについて肯定又は否定の形式で答申する

ものとする。 
 
(評議の順序) 
第７５条 評議は、まず主問についてこれを行わなければならない。 
  
2 主問を否定した場合に、補問があるときはこれについて評議をしなければならない。 
 
(意見の表示) 
第７６条 陪審員は、問についてそれぞれその意見を述べなければならない。  
 
2 陪審長は、最後にその意見を述べるものとする。 
 
(制限多数決主義) 
第７７条 犯罪の成立を肯定するには、陪審員の１０人以上の意見によらなければな

らない。  
 
2 犯罪の成立を肯定する陪審員の意見が１０人に達しないときは、これを否定したも

のとする。 
<解説> 
 陪審の評決にあたって、どの程度の意見の一教を要求するかは、陪審制度

の運用に大きな影響を与えるものである。この点については、英米における

伝続的な全員一教主義、あるいは旧法における過半数主義などが考えられる。

 しかし、「合理的な疑いを超える証明」があった場合のみ犯罪の成立を肯定

すべきであるとする近代刑事司法の立場からは、過半数の賛成(すなわち、１

２人の陪審であれば、７人)をもって、このような証明があったとすることは

できない。他方、英米における伝統的な全員一致主義は、要件としては最も

厳格であり好ましいとはいいうるものの、実際の運用にあたっては種々の困

難が予想される。すなわち、有罪・無罪いずれの認定にあたっても全員一致

を要求することから、ただ一人の異見者の存在によって陪審の評決が不能と

なり、審理不能とされてしまうことになる。このようなことから、近年は英

米においても全員一致主義が修正される傾向にあり、米国においては、州に
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より１０対２あるいは、９対３でも事実を認定しうるとされている。また、

英国においては、１９７４隼の陪審法で、１０対２による事実認定を認めて

いる。このような動一きを取り入れて、この案では、１０人以上の意見の一

教で犯罪の成立を肯定しうると規定した。 
 
(答申書、答申訂正命令) 
第７８条 答申は問書に記載し、陪審長が署名押印して、これを裁判長に提出しなけ

ればならない。 
  
2 答申に不備又は齟齬があるときは、裁判長は問書を返付し、さらに評議を行い答申

を訂正することを命じなければならない。 
 
(答申の朗読) 
第７９条 裁判長は、公判廷において裁判所書記官に問及びこれに対する陪審の答申

を朗読させなければならない。 
 
(陪審員の退廷) 
第８０条 前条の手続が終了したときは、裁判長は、陪審の終了を宣言しなければな

らない。 
<解説> 
 陪審員の役割は、陪審の答申が朗読されたことで全て終了する。旧法の本

条はそのことを明らかにした条文であり、陪審員を必ず物理的に退廷せるこ

とを命ずるものではない。この趣旨に従ってこの条文を変更した。 
 
 (有罪答申と量刑の手続) 
第８１条 陪審が犯罪の成立を肯定する答申をしたときは、量刑についての証拠調に

移らなければならない。 
  
2 前項の証拠調が終った後、検察官は、事実及び法律の適用について意見を陳述しな

ければならない。 
 
3 被告人及び弁護人は意見を陳述することができる。 
 

 
注：この文書は、ホームページに掲載するために PDF 化したものであり、執行した原本ではありま

せん。 
 



 

<解説> 
 有罪答申がだされたときは、量刑に関して証拠調が可能であることは、旧

法の解釈論として確立していたが、この点を条文上明らかにした。なお、誤

って有罪答申がだされる事態を想定し、控訴以外で、救済する手段(例えば、

裁判官全員一致の意見で無罪判決を直ちに云い渡せる)が必要か否かを、なお

検討する余地がある。また、この新法では、陪審は事実認定をおこない、有

罪の場合の量刑は裁判官が行うこととしているが、死刑事件の場合にも量刑

が裁判官に任せられるべきであるかは問題となりうる(死刑の場合には、量刑

についても陪審制を導入するという考えもあろう)。今後の検討課題である。

 
 (無罪答申) 
第８２条 陪審が犯罪の成立を否定する答申をしたときは、裁判所は、無罪を言渡さ

なければならない。 
 

<解説> 
陪審の評決に拘束力を認め、裁判官もこれに従うという原則をとる以上は、

裁判官によって、事件を新たな陪審に付することを認めることは背理である。

これを容認するならば、裁判官は、自己の望む緒論を提出するまで陪審を更

新することができることになってしまう。この点は、旧法における欠陥の一

つであったとも指摘されている。 
 陪審の更新の制度は、旧法においては憲法上の問題を避けるために必要で

あったと説明されているが、現行の憲法・裁判所の下においては、そのよう

な問題はなんら存在しない。したがって、旧法のような陪審の更新制度は認

めるべきではない。  
 
 (答申に基づく判決の言渡) 
第８３条 判決の言渡にあたっては、裁判所は、陪審の評議に付して事実の判断をし

たことを示さなければならない。  
 
2 有罪の言渡をなすには、罪となるべき事実及び法令の適用を示さなければならない。 
 
3 前項の場合において、刑の加重減免の理由となる事実が主張されたときは、これに

対する判断を示さなければならない。 
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4 無罪の言渡をするには、犯罪の成立が認められないこと、又は被告事件が罪になら

ないことを示さなければならない。 
 
(手続の更新) 
第８４条 引き続き７日以上開廷しないときは、公判手続を更新しなければならない。  
 
2 陪審を構成すべき陪審員が、病気その他の事由によって職務を行うことができない

場合で補充陪審員がいないときも前項と同様とする。 
 
3 前２項の場合においては、新たに陪審構成の手続を行わなければならない。 
 
(形式的裁判) 
第８５条 裁判所は、訴訟がいかなる程度にあるときでも、公訴棄却、管轄違又は免

訳の裁判をすべき事由があることを認めたときは、陪審の評議に付すことなくして裁

判を行わなければならない。 
 
(公判調書) 
第８６条 裁判所書記官は、陪審員の氏名、陪審の構成その他陪審に関する訴訟手続

及び裁判長の説示を、公判調書に記載しなければならない。 
 
第３節 上訴 
(上訴の制限) 
第８７条 陪審の評議に付した事件についての無罪の判決に対して、上訴をすること

はできない。  
 
2 陪審の評議に付した事件についての有罪の判決に対しては、刑事訴訟法の規定に従

って上訴することができる。 
 

<解説> 
陪審の事実認定を適用した判決に対して上訴を認めるべきか否かは、陪審制

度の根幹に係る問題である。陪審の事実認定の当否を後から判断することは

不可能であり、またこれをなすことは事実認定についての陪審の権能を奪う
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ことになるという考えは十分に可能であり、そのような立場にたてば、上訴

は法律問題についてのみなしうるということになろう。 
 しかし、旧法においては事実認定を不服とする上訴が禁止されており、こ

のことが被告人において陪審審理を敬遠する原因になっていたとも指摘され

ている。このような状況は、陪審審理の充実を図るうえで避けるべきであり、

被告人に対しては、現行の刑事訴訟における上訴と同程度の救済措置が認め

られるべきである。したがって、この案においては、上訴については刑事訴

訟法の規定を適用することとした。ただし、無罪判決に対する検察官の上訴

については、これを無制限に許すならば国民の司法過程への参加を認めると

いう陪審制度を実質的に回避し、職業裁判官による司法への回帰を許す恐れ

があるので、これを認めるべきではない。さらに、一般国民たる陪審１２人

のうち３人以上が有罪と認められないのであれば、その段階において「合理

的な疑いを超える証明」はなしえないことが確定したとみるべきであり、こ

の点は上訴によっても回復することはできないと考えられる。したがって、

無罪判決に対する検察官の上訴については、これを認めないこととした。  
 
 (破棄自判・差戻し・移送) 
第８８条 控訴審又は上告審において破棄の事由となった事項が陪審の評議の結果

に影響がないときは、陪審の答申はその効力を失わない。この場合においては、事件

の差し戻し又は移送を受けた裁判所は、答申以後の手続のみを行うものとする。 
 
第４章 陪審費用 
(陪審費用) 
第８９条 次に掲げる費用は、被告人に負担させない。  
１ 陪審員及び陪審員候補者の呼出に要する費用  
２ 陪審員及び陪審員候補者に支給すべき旅費、日当及び宿泊費用  
 

<解説> 
 旧法では、請求陪審事件において刑の言い渡しをするときは陪審費用を被

告人に負担させていたが(１０７条)、この規定によって陪審審理が活発に利用

されなかったとされている。したがって、新法では、陪審費用を被告人に負

担させないこととした。 
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第５章 罰則 
(過料) 
第９０条 陪審員は、次の各号に該当する場合においては、１０万円以下の過料に処

する。  
１ 理由なく呼出に応じないとき。  
２ 宣誓を拒んだとき。  
３ 第６９条第１項の規定に違反したとき。  
４ 理由なく退廷したとき。  
５ 第７０条の指示に違反したとき。  
 
(漏泄) 
第９１条 陪審員が、評議の顛末又は各陪審員の意見若しくはその多少の数を漏泄し

たときには、２０万円以下の罰金に処する。 
 

<解説> 
 旧法では、陪審員の評議の顛末等を新聞等に掲載したときは、新聞の編集

人等は、罰金に処せられることとされていた(第１０９条第２項)が、この規定

は、報道の自由との関係で、問題があると考えられるので、新法では削除し

た。ただし、陪審審理の適正と報道の自由をいかに調和させるべきかは、今

後も検討を要する。また、新法第一項は、旧法の規定をそのまま引き継いだ

が、これについても、右と同様の観点から検討の必要がある。 
 
 (交通禁止違反) 
第９２条 裁判長の許可を受けることなく陪審の評議室に入室した者又は陪審の評

議が終わる前に裁判所内において陪審員と交通した者は、１０万円以下の罰金に処す

る。 
 
(請託・私談) 
第９３条 陪審の評議に付せられた事件について、陪審員に対し、請託をし、又は評

議が終わる前に私に意見を述べた者は、１年以下の懲役又は４万円以下の罰金に処す

る。 
 
(過料の手続) 
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第９４条 過料の裁判は、陪審員を呼び出した裁判所が検察官の意見を聴いて、決定

により、これを行なわなければならない。  
 
2 地方裁判所の前項の決定に対しては、抗告をすることができる。この場合、抗告は

執行を停止する効力を有する。 
 
3 高等裁判所の第１項の決定に対しては、その高等裁判所に異議の申立をすることが

できる。この場合、異議の申立は執行を停止する効力を有する。 
 
4 過料の裁判の執行については、非訟事件手続法第２０８条の規定を準用する。 
 

<解説> 
刑事訴訟法第４２８条によれば、高等裁判所の決定に対しては、抗告をする

ことができず、一定の場合に異議の申立ができる。本条も、同様の考え方に

より規定した。 
第六章 補則 
(東京都特別区に関する規定) 
第９５条 東京都特別区においては、本法中市に関する規定は特別区にこれを準用す

る。 
 
※注記 条名の表記は、わかりやすいように簡略化した。  条名の表記は、わかり

やすいように簡略化した。 
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